
 建設技能労働者 人材確保 育成 関  提言（平成２６年４月）   建設技能者 人材確保 育成 関  提言（平成２１年４月）  比較表

項目 平成26年4月18日
「建設技能労働者の人材確保・育成に関する提言」のポイント

平成21年5月22日
「建設技能者の人材確保・育成に関する提言」の実施における基本方針について

建設技能労働者 年間労務賃金水準  全産業労働者平均   （約530万円）     努  優良技能者 標準目標年収 600万円以上     努       

具体的には、20代で約450万円、40代で約600万円を目指す

※具体的金額 平成２４年賃金構造基本統計調査結果  試算

平成30年度   可能 分野 原則二次以内 目指 原則三次以内とする
   5年後    二次以内 目指  取組      

平成26年度中 （段階的 ）次数目標 設定 取組 

平成２９年度   下請会社    １００％加入 労働者単位  製造業相当 加入 目指      
平成２６年度中 原則   全  工事    一次下請会社 社会保険加入業者 限定  

適正 受注活動等   技能労働者 社会保険加入 必要 法定福利費 確保  

※社会保険  雇用保険 健康保険及 厚生年金保険   

作業所の全日曜日の閉所、土曜日の月2回閉所を目指す 作業所日曜全閉所および土曜日50％閉所を実施すべく努めることとする

 適正工期 確保  向   関係方面 対  強力 働    行 

建設業退職金
共済制度 拡充 民間工事  適用     各層下請会社 協力   一定負担 応    完全実施 目指 

民間発注者 負担 理解 得     努       
民間発注者 理解 得    部分    下請 協調    一定 負担 応    完全実施 努     
する

技能  見  化 
の推進

就労管理    （仮称）構築 取組  技能  見  化  推進  

国土交通省等 提唱  総合的 教育訓練体系 構築 積極的 参加  中核的     機能 担 
富士教育訓練     充実 強化    支援 行 

技能資格 有  若年建設技術者 対  補助金 拠出  制度 継続  技能資格 有  若年建設技術者 対  補助金 拠出  制度 創設  

工業高校教師  教育実施    費用 一部 補助  制度 継続  工業高校教師   専門経営者等  教育実施    費用 一部 補助  制度 創設  

技術の継承に対する
支援

重層下請構造改善

作業所労働時間・
労働環境の改善

建設技能労働者
 賃金改善

社会保険未加入
対策の推進


